On the Action about a Claim for Registration brought by an Unincorporated Association by 山田 創一
Ⅰ　はじめに
権利能力なき社団については，民法に明文がないため，判例・登記実務に多くの
問題が委ねられている。
権利能力なき社団の不動産の公示方法については，学説の激しい批判にさらされ
ながらも，判例・登記実務は，代表者の個人名義で登記するか，社団構成員全員の
共有名義で登記するほかないとする説（代表者個人名義説）に立っている（１）。代表者
個人名義説を採用した場合，権利能力なき社団には登記能力がないことになる。し
かし，そのことから，権利能力なき社団が登記手続請求訴訟において，訴訟当事者
となり得る資格を一切有しないと解するのは論理の飛躍がある。なぜなら，権利能
力なき社団が訴訟で当事者として登記請求権を行使し得るかという問題と，この登
記請求権が誰への登記を請求し得る権利かという問題とを区別して考えることもで
きるからである。すなわち，具体的にいえば，権利能力なき社団が原告となって相
手方に対し社団自身に登記すべきことを求めることはできないとしても，権利能力
なき社団が原告となって，相手方に対し社団の代表者の個人名義に登記すべき旨を
求め，または，代表者のために相手方の登記の抹消登記を求めることはできると考
えることも可能だからである。
権利能力なき社団が原告となって代表者個人名義の登記手続請求訴訟を提起しう
るかという点に関し，かつて私は，原則としてはこれを否定して代表者個人が原告
となって登記手続請求訴訟を提起すべきとしつつ，抹消登記請求訴訟に限っては例
外的に権利能力なき社団も原告となることを認める折衷説を主張した（２）。
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ところが，近時，この問題に関し，最判平成26年２月27日が全面肯定説に立つ注
目すべき判決を言い渡した（３）。
確かに，最判昭和47年６月２日は，権利能力なき社団の代表者交替の事案におい
て，新代表者が原告となって旧代表者に所有権移転登記請求をなし得ると判示して
いる（４）。また，最判昭和55年２月８日も，原審で認容された権利能力なき社団の代表
者個人による所有権登記の抹消登記手続請求を，維持している（５）。こうしたことから
すれば，従来の判例は，権利能力なき社団の代表者個人が原告となって登記手続請
求訴訟を提起することを認めてきた。
近時言い渡された最判平成26年２月27日は，こうした権利能力なき社団の代表者
個人が原告となって登記手続請求訴訟を提起することを否定する趣旨でなく，権利
能力なき社団が原告となって代表者個人名義の登記手続請求訴訟を提起することも
できるとし，登記手続請求訴訟の選択肢として代表者のみならず権利能力なき社団
も原告となりうるという方法を一つ増やした判決といえる。
最判平成26年２月27日が，従来，明確でなかった権利能力なき社団が原告となっ
て代表者個人名義の登記手続請求訴訟を提起することもできるかという点を明確に
した点は評価できるが，同判決の理論的問題点及び同判決の射程範囲を考察する必
要性は残されている。
本稿では，判例・学説を整理した上で，この問題を考察することとしたい。
Ⅱ　判例
１　全面否定説
この立場は，権利能力なき社団が原告となって，相手方に対し，権利能力なき社
団の代表者の個人名義に登記すべき旨を求めたり，代表者のために相手方の登記の
抹消登記を求めることを，いずれも否定する立場である。そして，この立場は，権
利能力なき社団の代表者個人が原告となって，登記手続請求訴訟を提起する方法だ
けを認めれば足りるとする。なお，東京地判昭和41年３月30日（６）は，「権利能力のな
い社団である原告は，登記請求権がなく，本件訴訟における当事者適格を欠くもの」
としているが，権利能力なき社団名義の登記または権利能力のない社団の代表者の
肩書を付する登記を求める登記請求権はないとしているにすぎず，代表者個人名義
の登記を求めることまで明確に否定していないことから，この立場の判例としては
とりあげないものとする。同様に，前掲最判昭和47年６月２日も，権利能力なき社
団は「登記請求権を有するものではないと解すべきである」旨判示しているが，こ
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れも，通常の場合のように自己の名義（社団名義）に登記を求めることができない
ことを判示したものにすぎないと解されることから，この立場の判例としてはとり
あげないものとする（この点は，全面肯定説で取り上げる大阪高判昭和48年11月16
日も指摘している）。
【１】大津控判昭和47年10月16日（７）
権利能力なき社団Ｘ（明治以来の部落共同体）は本件土地を買い受け，代表者で
あるＡ（総代）とＢ（農事総代）各２分の１の持分による共有登記を経由していた
ところ，ＢはＹに対し，自己の共有持分を譲渡したと称してその旨の移転登記をし
た。ＸはＹに対し，その移転登記の抹消を求めた。一方，ＡＢの後任代表者Ｚは，
Ｘの代表者たる地位を喪失したＢに対し，その資格において同人の持分取得登記の
移転登記を請求しうると主張し，Ｙの持分取得行為は無効であるとして，Ｙに対し
共有持分の移転登記を請求した。
本判決は，以下の理由により，Ｘの請求を棄却し，Ｚの請求を認容した。すなわ
ち，①不動産登記法が登記申請書につき権利能力なき社団に関する規定を欠き（同
法36条１項２号〔現同法18条，不動産登記令３条２号〕参照），権利能力なき社団
では代表者の権限を登記簿抄本などで公証しえず，また，権利能力なき社団の印鑑
証明（同法施行細則42条〔現不動産登記令16条２項〕参照）を認める規定もないの
で，権利能力なき社団には登記能力がない。そして，「元来登記名義の帰属に関す
る利害追及のため登記申請についての協力を実体法上求めるべき登記請求権につい
ては，それが抹消登記を求めるものであるとしても，かかる登記能力を欠く権利能
力なき社団には，これを認めるべき理由がないというべきである。」従って，Ｘは
抹消登記手続を求める登記請求権を有しない。②Ｘは，Ｙに対し，当審においてＹ
のＢ持分全部移転登記の抹消登記手続を求めており，さらに原審においては主体的
にＸの代表者にＹ名義持分２分の１につき，該共有持分の移転登記手続すべきこと
を求めていた。しかしながら，Ｘは権利能力なき社団であって登記能力がないから，
Ｘの代表者たるＺのみがＹに対して登記請求権を有するものというべきである。
【２】福岡高判昭和50年４月25日（８）
Ｘは，権利能力なき社団であるＺ門中（沖縄に14世紀頃中国福建省から渡来した
帰化人の一族により構成される血縁集団である門中）の代表者であるが，Ｘが原告
となって，Ｙ1Ｙ2Ｙ3Ｙ4Ｙ5に対し，本件土地がＺ門中の所有であることの確認を求
める請求をなし，Ｙ1Ｙ2に対し，本件土地についてなされた所有権登記の抹消登記
手続請求をなし，さらに，Ｙ3に対し不当利得返還請求をなした。さらに，Ｚ門中
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もＸの各請求に，共同訴訟参加した。
本判決は，第一の本件土地がＺ門中の所有であることの確認を求める請求につい
ては，Ｘ・Ｚ門中の各請求を棄却し，第二の本件土地についてなされた所有権登記
の抹消登記手続請求については，Ｘの請求を認容し（Ｚ門中は第一審の請求棄却判
決に対して控訴・附帯控訴をしていない），第三の不当利得返還請求については，
Ｚ門中の請求を棄却した（Ｘは第一審の請求棄却判決に対して控訴・附帯控訴をし
ていない）。Ｘの所有権登記の抹消登記手続請求を認容した理由中で，以下のよう
に述べる。すなわち，「権利能力なき社団の資産たる不動産については，社団の代
表者が，社団の構成員全員の受託者たる地位において，個人の名義で所有権の登記
をすることができるにすぎず，社団自体は，右不動産につき権利主体たり得ず，登
記請求権を有するものではないから，社団を権利者とする登記をすることは許され
ないものと解すべきであり」，したがって，権利能力なき社団たるＺ門中の代表者
であるＸは，その受託者たる地位において，前記登記請求権に基づき，本件各土地
の現登記名義人ないしその承継人であるＹ1Ｙ2に対し，その登記の抹消登記手続を
求めることができるが，権利能力なき社団たるＺ門中は前記請求をすることはでき
ないものというべきである。
２　全面肯定説
この立場は，権利能力なき社団が原告となって，相手方に対し，権利能力なき社
団の代表者個人名義に登記すべき旨を求めること，及び，代表者のために相手方の
登記の抹消登記を求めることを，ともに肯定する立場である。すなわち，権利能力
なき社団の代表者個人が原告となって登記手続請求訴訟を提起する方法と，権利能
力なき社団が原告となって登記手続請求訴訟を提起する方法との並立を認める立場
である。なお，東京地判昭和36年２月15日は，権利能力なき社団が原告となって，
相手方に対し権利能力なき社団の代表者の肩書を付する登記を求めることを認めた
ものであるので（９），この立場の判例としてはとりあげないものとする。
【１】東京地判昭和37年２月３日（10）
権利能力なき社団である寺が原告となり，「被告は，原告代表者甲に対し，本件
土地について○○日付譲渡を原因とする所有権移転登記手続をせよ」との判決を求
めたのに対し，「いやしくも法人格なき社団に訴訟当事者たる能力を認める以上，
実質的に権利を取得することを可能とし，その請求を実行あらしめることが必要で，
斯る社団が不動産を取得すべき場合には，信託的にその代表者の名をもって登記を
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受けるべきものと解する。」と判示し，「被告は，原告（代表者甲）に対し，○○日
付譲渡を原因とし，甲を所有名義人とする所有権移転登記手続をせよ」との判決を
下した。
【２】大阪高判昭和48年11月16日（11）
権利能力なき社団であるＸ（泉南市兎田部落）がその資産である不動産の登記名
義人を被告として，前記不動産がＸの構成員全員の総有に属することの確認とＸの
代表者である区長Ａへの所有権移転登記を請求した。
本判決は，Ｘの請求をすべて認容したが，所有権移転登記請求につき，以下の理
由により，社団は，権限なく登記名義を有する第三者に対しては，自己の登記請求
権の行使として，前記登記の抹消またはこれに代わる代表者個人名義への所有権移
転登記手続を請求することができると判示した。すなわち，「社団の資産たる不動
産が構成員全員に総有的に帰属しているとされる場合であっても，総有の内容をな
す収益および管理処分の権能を合わせた総体としての権利は社団自体に究極的に帰
属しているものとみるべきであって，実質的には社団が所有権を有するのと異なら
ないものということができる。そして，法人格を付与されていない社団であっても，
その団体としての社会的実在を承認する以上，社団の有する実質的権利を法律上も
権利として承認し，できるかぎり一般の権利能力者がこれを有する場合に近い法的
効果を認めてその保護をはかることが適切であることも，多言を要しない。このよ
うな見地においては，社団の資産につき社団自体に第三者に対する妨害排除請求権
等を認めることにも何ら支障はないのであり，無権原の第三者名義に所有権の登記
がなされている不動産については，社団は，自己の権利に基づき，右第三者に対し，
登記を実体に符合させるよう請求することができるものと解すべきである。ただ，
前記判例（最判昭和47年６月２日……筆者注）によれば，権利能力なき社団の資産
たる不動産については，社団の代表者の個人名義に登記がなされるべきであり，し
たがって，代表者がみずから第三者に対して登記手続を請求することができるので
あるから，その反面，社団自体は登記簿上の所有名義人たりえないものと解される
のであるが，これは，現行登記制度の手続面における技術的な制約によるにすぎな
いのであって，そのために社団の実体上の権利がただちに左右されるものではなく
社団が自己のため手続上可能な登記すなわち，社団の資産たる不動産につき代表者
個人を登記権利者とする登記手続を第三者に対して求めることができ，これまた登
記請求権の一形態であると解すべきである。社団がかかる登記請求権を訴訟上行使
しうるものと解することは，もとより民訴法46条（現29条……筆者注）の趣旨にも
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合致するところであり，社団が訴を提起した場合に，これを斥けて，代表者個人に
よる訴の提起をまつべき実益も存しないのである。なお，前記判例は，社団が登記
請求権を有しない旨を判示しているが，これは，通常の場合のように自己の名義に
登記を求めることができないことを説示したにすぎないものと解すべきであって，
右のような内容の登記請求権の存在を認めることは，右判例に矛盾するものではな
いというべきである。したがって，社団は，権原なく登記名義を有する第三者に対
しては，自己の登記請求権の行使として，右登記の抹消またはこれに代わる代表者
個人名義への所有権移転登記手続を請求することができるものと解するのが相当で
ある。なお，代表者は，自己の名をもって，しかしもっぱら社団のために，その資
産を管理するものであるから，右のように社団の請求に基づき代表者個人名義への
所有権移転登記手続をなすべき旨を命ずる判決が確定したときは，代表者は，民訴
法201条１項（現115条１項４号……筆者注）にいう当事者のため請求の目的物を所
持する者に準じて，判決の効力を受け，右判決に基づきみずから登記申請をするこ
とができるものと解すべきである。」
【３】東京地判平成元年６月28日（12）
Ｘ（住利町会）は権利能力のない社団であり，本件土地上の建物を町会事務所と
して使用している。Ｘは，本件土地及び建物の分譲代金及び本件土地の固定資産税
を町会費の中から支払い続け，Ｙに分譲代金の支払を完済したことから，ＸはＹに
対して本件土地に関し（本件建物に関しては火災で焼失後，Ｘが町会事務所に改造），
所有権を有することを確認するとともに，Ｘの代表者であるＡ名義に所有権移転登
記手続をすべきことを求めた。
本判決は，「本件土地の購入者は，居住者の団体であるＸであるものと認められ
るところ，Ｘのような法人格なき社団名義の不動産所有権名義の登記方法がないの
で，代表者個人名義による所有権移転登記手続を求めるＸの請求は理由がある。」
として，Ｘの請求を認容した。
【３】最判平成26年２月27日（13）
Ｘは権利能力のない社団であり本件土地及び建物を活動拠点として使用してき
た。ところが，本件土地及び建物は，Ｂらの共有名義になっており，Ｙは，Ｂの孫
で，Ｂ及びその子（Ｙの父）の死亡により，本件土地及び建物に関するＢの権利義
務を承継している。そこで，Ｘは，その構成員全員に総有的に帰属する土地及び建
物について，Ｙに対し，委任の終了を原因として，Ｘの代表者であるＡへの持分移
転登記手続を求める本件訴訟を提起した（なお，本件建物については，一審でＸの
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請求が認容され，これに対しＹが控訴していないため，原審及び最高裁では，審理
判断の対象となっていない）。
本判決は，以下の理由によりＸの請求を認容した。すなわち，「訴訟における当
事者適格は，特定の訴訟物について，誰が当事者として訴訟を追行し，また，誰に
対して本案判決をするのが紛争の解決のために必要で有意義であるかという観点か
ら決せられるべき事柄である。そして，実体的には権利能力のない社団の構成員全
員に総有的に帰属する不動産については，実質的には当該社団が有しているとみる
のが事の実態に即していることに鑑みると，当該社団が当事者として当該不動産の
登記に関する訴訟を追行し，本案判決を受けることを認めるのが，簡明であり，か
つ，関係者の意識にも合致していると考えられる。また，権利能力のない社団の構
成員全員に総有的に帰属する不動産については，当該社団の代表者が自己の個人名
義に所有権移転登記手続をすることを求める訴訟を提起することが認められている
が……，このような訴訟が許容されるからといって，当該社団自身が原告となって
訴訟を追行することを認める実益がないとはいえない。
そうすると，権利能力のない社団は，構成員全員に総有的に帰属する不動産につ
いて，その所有権の登記名義人に対し，当該社団の代表者の個人名義に所有権移転
登記手続をすることを求める訴訟の原告適格を有すると解するのが相当である。そ
して，その訴訟の判決の効力は，構成員全員に及ぶものと解されるから，当該判決
の確定後，上記代表者が，当該判決により自己の個人名義への所有権移転登記の申
請をすることができることは明らかである。なお，この申請に当たって上記代表者
が執行文の付与を受ける必要はないというべきである。」
３　折衷説
この立場は，権利能力なき社団が原告となって，相手方に対し権利能力なき社団
の代表者個人名義に登記すべき旨を求めるいわゆる積極的登記請求は認められない
が，代表者のために相手方の登記の抹消登記を求めるいわゆる消極的登記請求は認
められるとする立場である。すなわち，権利能力なき社団の代表者個人が原告とな
って登記手続請求訴訟を提起する方法を原則的形態としつつ，抹消登記請求に限っ
ては権利能力なき社団も原告となりうることを認める立場である。なお，抹消登記
請求について権利能力なき社団が原告となることを認めた判例が，全面肯定説に立
っている可能性もありうるが，権利能力なき社団が原告となって相手方に対し権利
能力なき社団の代表者個人名義に登記すべき旨を求めることを肯定すると判例が明
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示していない場合には，全面肯定説と断定できないことから，少なくとも折衷説に
はあたるという意味で折衷説に分類することとした。
【１】仙台地判昭和26年６月11日（14）
Ｘ（日本電気産業労働組合東北地方本部）が注文し引渡しを受けた家屋につき，
Ｙ1名義で建築許可申請のなされたのを奇貨としてＹ1が保存登記をし，Ｙ2を経てＹ3
に譲渡された。そこで，Ｘは，Ｙ1に対し前記建物の所有権確認を求めると同時に
保存登記の抹消を求め，Ｙ2Ｙ3に対し移転登記の抹消を求めた。
本判決は，Ｘが民訴法46条（現29条）の社団であることを認めたうえで，その請
求をすべて認容した。
【２】札幌地小樽支判昭和35年９月20日（15）
Ｘ（神道大教小樽三吉中教会）が新設されたＹ（宗教法人神道）に合併されたか
らその権利もＹに承継されたと主張して，ＹがＸに属する未登記家屋の保存登記を
した。そこで，ＸはＹに対し合併を無効として，前記家屋の所有権保存登記の抹消
登記請求等を求めた。
本判決は，Ｘは権利能力なき社団であることを認めた上で，合併が民法69条（現
削除）に反して無効であるばかりでなく，そもそも合併決議が存したといえるか首
肯しえないとして，Ｘからの抹消登記請求を認めた。
【３】東京高判昭和49年12月20日（16）
Ｘ（財団法人朝鮮教育財団）は，本件土地につき，Ｙ1（財団法人朝鮮奨学会）
に対し所有権確認及び所有権保存登記の抹消登記請求を求め，Ｙ2（新宿ビルディ
ング株式会社）に対し地上権設定登記の抹消登記請求を求めた。
本判決は，Ｘの請求を棄却した。しかし，Ｘが抹消登記請求訴訟につき当事者適
格を有しないか否かの点については，以下のように判示して当事者適格を肯定した。
すなわち，Ｘは権利能力なき財団と解されるが，権利能力なき財団は権利取得を原
因として財団が登記名義人となる申請手続を訴求することは許されないから，権利
能力なき財団が所有権移転登記を請求することは当事者適格を欠き不適法となる。
しかし，権利能力なき財団が相手方名義の登記の抹消を求めるにとどまる場合には，
その結果について登記申請手続の途がないとはいえず，当事者能力を欠くとはいえ
ないとして，当事者適格を肯定した。
【４】鹿児島地判昭和60年10月31日（17）
Ｘ（鹿児島市平川町に所在する通称五位野部落）を構成する部落民は，本件土地
（墓地）を総有していた。ところが，登記簿表題部所有者欄にＹの先代亡Ａの氏名
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が記載されていたことから，Ａ死亡による相続を理由にＹが本件土地の所有権を取
得したとして，Ｙが自分名義に本件土地の所有権保存登記をした。そこで，Ｘが原
告となり，Ｙを被告として，本件土地はＸを構成する部落民の総有であることの確
認と，Ｙ名義の所有権保存登記の抹消登記手続，及び登記簿表題部表示欄をＡから
Ｘの代表者である甲に更正登記手続をなす旨の承諾を訴求した。
本判決は，Ｘが権利能力なき社団であることを認めた上で，Ｘの請求をすべて認
容した。
Ⅲ　学説
１　全面否定説
この立場に立つものとして，以下のものがある。
①三ヶ月章『民事訴訟法』182頁（有斐閣，昭34）。
「法人格がないため，法人格を有する者でなければできない行為（たとえば登記
請求）はできないと解すべきである。」
②吉井直昭『最高裁判所判例解説民事篇昭和47年度』626頁（法曹会，昭49）。
権利能力なき社団自体が原告になった登記請求訴訟において代表者個人名義の所
有権移転登記を命じることができるとする見解に関し，「訴訟法上当事者能力を認
められたとしても，実体上登記請求権がなく，登記申請能力がない者が原告となり
うるかに疑問が生ずる……。かりにこれを肯定しうるとしても，元来，登記請求訴
訟は，登記上の権利の名義人となるべき者あるいは現に登記上の名義人となってそ
の不動産の権利主体と表示されている者が原告となり，被告となるべく，登記請求
権はその間に生ずるものと解すべきであり，他面，民訴法46条（現29条……筆者注）
の規定によって権利能力なき社団に能動的な当事者能力が認められるのも，多数の
構成員が同時に原告とならなければならない不便をさけるためであるから，右の場
合のように，代表者個人が原告となりうる状態にあるときには，むしろ登記名義人
になることが予定されている代表者個人が原告となるべきものであろう。同時にま
た，権利能力なき社団の資産を譲り受けた者が所有権移転登記を求める場合にも，
譲受人は，社団を被告とするのではなく，登記名義人となっている代表者個人を被
告として訴求すべきものと解される。信託理論を援用して個人名義説をとる以上，
この方が素直に理解できるし，社団ないしその構成員の代表者に対するコントロー
ルの程度は，当該代表者が当事者たる社団の代表者として訴訟行為をする場合と代
表者個人として当事者となって訴訟行為をする場合とで実質上差異を生ずることは
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ないから，特に社団が原告とならなければならない必要があるとは思われないので
ある。」
③兼子一『新修　民事訴訟法体系』111頁（酒井書店，昭31）。
「当事者能力を認めることは，個別的事件の解決を通じて，権利能力を認めるこ
とに帰する（但し法人でない以上登記能力はないから，登記請求などはできな
い）。」
④吉野衛「判批」判時783号156頁（判評199号26頁）（昭50）。
「民訴法46条（現29条……筆者注）の法意は，訴訟上においては権利能力なき社
団も権利能力ある社団とみて，その権利主張を許すことにある」から，「権利能力
なき社団も，訴訟においては，登記権利者としてその権利主張が許されるべき筋合
である。」と述べながらも，権利能力なき社団が提訴した代表者個人名義に登記す
べき旨の判決によって，「果して登記の申請ができるのかといった疑義がやはり残
るので，登記請求権の行使については，民訴法46条（現29条……筆者注）の機能が
停止するものとみて，権利能力なき社団は，その主体となりえないものと解し，当
該社団のかかる請求を棄却するのが，やむをえない結論のように思う。」とされる。
⑤林久「権利能力のない社団又は財団と登記請求権の行使」香川最高裁判事退官記
念論文集『民法と登記　中』385頁（テイハン，平５）。
「権利能力なき社団の代表者以外に，権利能力なき社団そのものが代表者個人名
義への所有権移転登記請求権を行使することを認める判決（大阪高判昭和48年11月
16日判時750号60頁）があるが，疑問とされている（吉野衛「判決からみた不動産
登記の諸問題」336頁）。」
⑥下田文男「判批」伊藤真＝高橋宏志＝高田裕成『民事訴訟法判例百選』31頁（有
斐閣，第３版，平15）。
「本判例（最判昭和47年６月２日……筆者注）の事案は，権利能力なき社団の代
表者が交替した場合の移転登記請求であるが，権利能力なき社団が，登記請求権の
帰属主体となることや不動産登記の申請人となることを否定する本判例の趣旨から
すると，例えば，権利能力なき団体が買い受けた不動産についての売主に対する移
転登記請求訴訟においても，また，権利能力なき団体の資産である不動産について，
第三者が不実の登記を有している場合に，その抹消登記手続を請求する訴訟……に
おいても，権利能力なき団体が当事者となって登記手続を請求することは理由がな
いということになる。登記請求権及び登記の申請者としての資格に関しては，これ
らの登記であっても，本判例の事案の登記請求となんら異なるところがないからで
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ある。したがって，不動産登記請求訴訟の場合には，すべて権利能力なき団体の代
表者が当事者となってこれをすべきことになる」。
２　全面肯定説
この立場に立つものとして，以下のものがある。
①松本博之「非法人社団の当事者能力と実体関係」民商93巻臨時増刊号（2）88頁
以下（昭61）。
「権利能力なき社団を当事者とし，その代表者への移転登記を命ずる判決，また
は単に相手方に抹消登記を命ずる判決については，権利能力なき社団自身がその代
表者により判決に基づき登記申請をすることができるべきである。登記官には形式
的審査権しかないけれども，登記申請人が民訴法46条（現29条……筆者注）にいう
非法人社団としての実体を有すること，および登記申請にさいし社団を代表する代
表者が代表権限を有していることは，すでに判決によって認定されており，この意
味で，判決は法人登記簿と類似の役割と，代表者の代表資格を証する書面の役割を
も果すということができよう。判決に基づく権利能力なき社団自身の登記申請のほ
かに，社団の代表者による任意的執行担当の方法が考慮されてよいであろう。任意
的執行担当とは，強制執行において当事者の授権により第三者が執行当事者適格を
もつ場合である。この理論によれば，社団の代表者名義での移転登記を命ずる判決
に基づき，その社団の代表者は社団の授権に基づき，執行担当者として承継人（民
執23条１項３号・２項）に準じて執行文の付与を受け，自己の名において登記申請
をすることができるであろう。任意的執行担当においては，執行担当者に判決の効
力が及んでいることは必要でないのである。この場合には移転登記を受けるべき者
として掲げられている者と執行担当者が同一人であるので，執行文の付与は容易で
ある。」
②長井秀典「総有的所有権に基づく登記請求権」判タ650号26頁以下（昭63）。
「そもそも民事訴訟法46条（現29条……筆者注）は，権利能力なき社団が原告と
なる訴訟においては，通常訴訟物たる権利の実体法上の帰属主体と訴訟の当事者
とが食い違うことを予定しているのである。これを言い換えれば，民事訴訟法46条
（現29条……筆者注）は，単に権利能力なき社団の当事者能力を定めただけの規定
ではなく，社団に対し，当該社団の構成員全員に総有的に帰属する権利義務を訴訟
物とする訴訟について，社団構成員全員に代わって訴訟を追行する権限（即ち一種
の訴訟担当権限）を与えた規定であると言ってもよいであろう。してみれば，社団
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が登記請求権の主体とはなりえないことを理由として社団を原告とする登記請求訴
訟を否定する考えに根拠のないことは明らかであろう。金銭請求について社団の訴
訟担当を認め，登記請求についてこれを認めない理由は全くない。即ち，私は，社
団が登記請求訴訟を提起することは，社団に代表者の定めのある限り，民事訴訟法
46条（現29条……筆者注）に基づく訴訟担当として認めるべきであると考えるので
ある。……総有的所有権に基づく登記請求訴訟は，総有団体構成員全員による固有
必要的共同訴訟の形で行うのが基本的な形であり，訴訟担当として代表者又は総有
団体自身が原告となることができるということになる」。
③大場民男監修法人化研究会編『法人格なき団体の実務』206頁〔鈴木雅雄〕（新日
本法規出版，昭63）。
「登記申請資格の否定される実質的根拠が，登記官の形式的審査権限との関係で
架空の団体名義の登記を防止できないことにあると解されるが，代表者名義（個人
名義であれ肩書付であれ）の移転登記，または抹消登記を命ずる判決により権利能
力なき社団・財団が登記申請する場合には，判決により申請人が権利能力なき社
団・財団であることおよびその代表者が認定されているので，架空の団体が登記申
請をする危険は生じないであろう。したがって，登記請求につき，権利能力なき社
団・財団の当事者能力を全面的に否定する通説は合理性を欠くといえる。むしろ，
民訴法46条（現29条……筆者注）は，代表者名義への移転登記または抹消登記の請
求について，権利能力なき社団・財団にかかる内容の登記請求権をその訴訟との関
係で認めていると解すべきである。」
④新堂幸司『民事訴訟法』96頁（弘文堂，第２版補正版，平２）。
「法人格をもつものでなければできない登記請求などについても当事者能力を認
めてよい（ただその場合，請求の趣旨においては，あるメンバーの個人名義へ登記
を移転せよという形をとるべきであり，そのような本案判決をなすべきで，その個
人は，右判決にもとづいて単独の登記申請ができると解される。もっとも，代表者
個人が構成員全員の受託者たる地位において訴訟当事者となり，旧代表者個人名義
の社団帰属の財産につき，自己名義への移転登記を請求する道を否定する必要はな
い（最判（二小）昭47・6・2民集26巻５号957頁もその道を認める））。」
⑤新堂幸司＝小島武司編『注釈民事訴訟法（1）』438頁〔高見進〕（有斐閣，平３）。
「団体自身の登記が認められないことを前提としても，団体自身が訴訟上当事者
となり，代表者個人名義への登記を求めること，あるいは，相手方名義の登記の抹
消を求めることを許してもよいと解する（……代表者個人名義の登記は，承継執行
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文を得て行う……）。」
⑥菊井雄大＝村松俊夫『全訂民事訴訟法〔1〕』278頁（日本評論社，補訂版，平５）。
「当該不動産についての所有権確認と相手方名義の登記抹消請求については，法
人にあらざる社団または財団も当事者能力を有する（東京高判昭和49・12・20高民
集27巻７号989頁。所有権確認について同旨ー大阪地判昭和38・9・19判タ159号138
頁）し，また，代表者個人への所有権移転登記手続の請求も可能であろう（大阪高
判昭和48・11・16判時750号60頁）。」
⑦中野貞一郎＝松浦馨＝鈴木正裕編『民事訴訟法講義』105頁〔本間靖規〕（有斐閣，
第三版，平７）。
「権利能力なき社団や財団がその名で登記請求の訴えを提起しうるかは問題であ
る。適法に訴えうるが，権利能力なき社団所有の不動産に関する登記は，代表者の
個人名でなすべきである（最判昭47・6・2民集26－5－957……）から，請求が社団
自体への登記を求めるものであるときは，棄却される（当事者能力も当事者適格も
あるから，却下ではない）。社団自身が原告となり，その代表者個人名義への登記
を求めうるかについては，積極説が有力であるが，積極説によるときは，社団が勝
訴判決にもとづいてその名で登記申請をなしうることを認めなければならない。」
⑧塩崎勤編『注解民事訴訟法Ⅰ』300頁〔藪口康夫〕（青林書院，平14）。
「団体が第三者に対して登記名義の移転請求をする場合　　　この場合について
も，判例は，不動産登記法36条１項２号（現不動産登記法18条，不動産登記令３条
２号……筆者注）などを根拠として，法人格なき社団の登記能力を認めていない。
したがって，団体が原告となって代表者個人名義への移転登記を求めるか，構成員
全員の共有名義への移転登記を求めるしかないことになる（代表者個人が原告とな
ることを認めた判例として，最判昭47・6・2民集26巻５号957頁）。」
⑨河内宏『権利能力なき社団・財団の判例総合解説』72頁（信山社，平16）。
「権利能力なき社団が代表者名義の移転登記を求める場合と代表者自身が自己名
義への移転登記を求める場合とで，訴訟の実質をみれば差異はないといえるので，
後者のみでなく前者も認めてよいのではあるまいか。とはいえ，代表者（ないし登
記名義人となるよう要請された者）による登記請求は問題なく認められるが，権利
能力なき社団による登記請求は認められない可能性が強い。したがって，実務とし
ては，代表者（ないし登記名義人となるよう要請された者）による登記請求を行う
ことが推奨される。」
⑩梅本吉彦『民事訴訟法』113頁以下（信山社，第４版，平21）。
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「同一不動産について，権利関係の存否の確認請求と所有権移転登記請求を併合
請求する場合に，前者は社団が原告となり，後者は代表者個人が原告になるべしと
するのは，形式的にすぎるばかりでなく，訴訟形態を著しく複雑にするきらいがあ
る。この点について，法人格なき社団の実体法上の登記能力を否定する判例の立場
を前提としつつ，登記請求についても，社団の当事者能力を認め，社団が原告とな
って，代表者個人名義への所有権移転登記請求訴訟を提起することができ，その代
表者は民訴法115条１項４号にいう『請求の目的物を所持する者』に準じて考えら
れるとし，右勝訴判決に基づきみずから自己名義に登記申請することを認める見解
がある……。しかし，同条項にいう『請求の目的物を所持する者』を形式的当事者
と訴訟手続上において同視できる実質的当事者を含むと解したとしても，ここにい
う社団の代表者について同条項を重視することは無理がある。この見解によると，
逆に社団を被告としてその代表者名義になっている登記について，相手方が所有権
移転登記請求訴訟を提起することも認めざるをえないこととなる……。法人格なき
社団の不動産登記についての実体法上の判例の立場との整合性を図るには，実体法
上の権利義務の帰属主体のために，社団をもって第三者の訴訟担当と位置付け，民
訴法115条１項２号を準用して，前述した近時の有力説と同様の結論を導くのを妥
当と解する。」
⑪藤田耕三＝小川英明編『不動産訴訟の実務』63頁以下〔海保寛〕（新日本法規出
版，７訂版，平22）。
「同一不動産について権利関係の存否の確認と登記手続請求とを同時に提起する
ような場合に，権利関係の確認は社団が原告となり，登記手続請求については代表
者個人が原告となるというのでは，現行法の解釈上やむを得ないことなのかも知れ
ないが，いささか形式的すぎる感じは否めない。代表者個人名義説を採るとしても，
上記の有力見解のように，登記手続請求訴訟についても社団に当事者適格を認め，
判決主文において，代表者のための登記（所有権移転又は抹消登記等）手続を命じ，
代表者個人において，その判決の承継執行文を得て（民執23Ⅰ②・27Ⅱ），登記申
請することができると解したい。そして，代表者個人が社団を当事者とする判決で
登記申請することができる理由については，前掲大阪高裁判決（大阪高判昭和48年
11月16日……筆者注）のように，代表者個人は自己の名をもって，しかし専ら社団
のために資産を管理する者であるから民事訴訟法115条１項４号にいう，当事者の
ために請求の目的物を所持する者に準ずるものであるという点に求めるのも一つの
見解であろうし，また，判決主文に代表者個人のためにすべきことが表示されてい
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ることから，あたかも訴訟信託がなされた場合と同様に，第三者訴訟担当の利益帰
属主体（民訴115Ⅰ②）に準ずるものとみることも可能ではなかろうか。」
⑫田邊誠「判批」高橋宏志＝高田裕成＝畑瑞穂編『民事訴訟法判例百選』23頁（有
斐閣，第４版，平22）。
「登記請求権を有する社団の構成員全員からの授権による任意的訴訟担当という
法的構成によって，権利能力なき社団が原告となり，社団の新代表者（またはその
他の構成員）名義への移転登記手続を求める訴えを提起することを認めることがで
きると思われる。社団の代表者個人名義への移転登記を命じる判決に基づく登記手
続については，社団の受けた確定判決の効力は新たな登記名義人となる社団の新代
表者（またはその他の構成員）に及ぶから（民訴115条１項２号），新たな登記名義
人となるべき者が承継執行文の付与を受けて（民執23条１項２号・27条２項）登記
申請手続（不登63条１項）を行うことになろう」。
⑬下村眞美「法人でない社団の当事者能力」法教363号12頁以下（平22）。
「判例にもおかしなところがある。こと不動産登記手続請求訴訟に関する限り，
法人でない社団が原告となること（原告適格）を容認しないのである（最判昭和
47・6・2民集26巻５号957頁）。法人でない社団が登記請求権の主体となることは認
められない，というのには，異論を唱える必要はない。権利能力がないのだから，
当然である。問題は，権利能力がないから登記請求資格がない，すなわち登記手続
請求訴訟の原告となることはできない，とする点にある。むしろ，構成員に総有的
に帰属する登記請求権が，法人でない社団の訴訟担当によって訴訟上行使される，
という構成ー法人でない社団の名義で登記を備えようというのではないーで無理が
あるとは思えない……。判例の態度は，不動産登記法上の登記申請資格者（不登61
条）たり得ない者は訴訟においても登記手続請求の主体となり得ない，との理解に
よるのかもしれないが，それとて，法人でない社団が登記申請資格者のために訴訟
担当者となることを排除するに足りる理由とは思われない。この点は，学説側の指
摘に正当性の優位があるであろう。つまり，民訴法29条がせっかく法人でない社団
に当事者能力を付与してあるのに，判例はなぜ，法人でない社団に登記手続請求の
訴訟担当者としての原告適格を認めないのか，そこに十分な理由が備わっていない
こと，これが，つまずき原因その３である。」
⑭兼子一ほか『条解民事訴訟法』173頁〔新堂幸司＝高橋宏志＝高田裕成〕（弘文堂，
第２版，平23）。
「登記請求については，当事者能力は認められるが，それによって登記能力まで
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取得するわけではないから，自己名義の登記を請求するようなことはできない。こ
の場合には，請求の趣旨としては代表者個人名義への登記請求を掲げることになる
（ただし，最判昭47・6・2民集26－5－957は，登記名義を有する代表者による訴え
のみを認める）。」
⑮高橋宏志『重点講義民事訴訟法上』176頁（有斐閣，第２版，平23）。
「民法上の権利能力と訴訟法上の当事者能力がずれることから，場合によっては，
そのずれを請求の趣旨において調整する必要が生ずることである。移転登記がその
典型であり，登記実務は権利能力なき社団・財団名義による登記を受け付けていな
い。したがって，判決で団体名義の登記を命じても，登記所で登記されることはな
く，その意味で内容上無効の判決となる。そうだとすると，当事者は権利能力なき
社団・財団でよいが，請求の趣旨は，当事者たる権利能力なき社団・財団へではな
く別の特定人（普通は代表者）へ登記を移転せよという形を取らざるを得ない。し
かし，判例は最判昭和47・6・2民集26巻５号957頁……等で，この形での訴訟をも
否定するようであり，そうだとすれば，不当というべきである。」
⑯伊藤眞『民事訴訟法』121頁（有斐閣，第４版，平23）。
「団体が第三者に対して登記名義の移転を求める場合にも，判例および登記実務
は，不動産登記法18条，不動産登記令３条２号などを根拠として，法人格なき団体
の登記能力を認めていない。したがって，団体またはその代表者が原告となって，
代表者個人名義への登記を求める，または構成員全員の共有名義への登記を求める
方法によらざるをえない。」
⑰賀集唱ほか編『基本法コンメンタール民事訴訟法１』95頁〔加藤新太郎〕（日本
評論社，第三版追補版，平24）。
「団体が第三者に対して登記名義の移転請求をする場合についても，判例は，不
動産登記法（明32法24）36条１項２号（現不動産登記法18条，不動産登記令３条
２号……筆者注）などを根拠として，法人格なき社団の登記能力を認めていない。
したがって，団体が原告となって代表者個人名義への登記を求めるか，構成員全
員の共有名義の登記を求めるほかないことになる（最判昭47・6・2民集26巻５号
957頁）。」
⑱滝澤孝臣「法人格のない社団が購入した土地につき所有権移転登記を経由する方
法」市民と法84号74頁以下（平25）。
法人格のない社団甲が乙から所有権移転登記を受ける場合に関し，「登記を受け
るのは，実体法上の問題であるから，甲は，その構成員の全員の名で所有権移転登
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記を受けるか，それとも，前記した代表者あるいは管理者の名で登記を受けるしか
ないので，甲は，自らの名で訴訟を提起し得る場合であっても，当該訴訟で乙に対
して所有権移転登記手続を求めるその名あて人は，甲ではなく，甲の構成員の全員，
それとも，甲の代表者あるいは管理者でなくてはならない。この点に，民事訴訟法
29条の当事者能力の擬制が手続法上の権利能力にとどまり，実体法上の権利能力に
及ばない趣旨をみてとることができるし，みてとらなければならない。甲は，その
ような訴訟を提起して，勝訴判決を受けると，当該判決の確定を待ってであるが，
これを登記原因を証する情報として提供して，単独で，すなわち，乙と共同申請に
よらないで，所有権移転登記を受けることになるが，当該登記の申請も，手続法上
の問題ではなく，実体法上の問題であるから，甲は，権利能力を欠く以上，甲の名
で当該登記を申請することはできないことになる。権利者の表示は，単なる登記事
項ではなく，実体と異なる便宜的な表示は認められていないからであるが，構成員
の全員の名で登記を申請する場合は，その全員が登記権利者となるのに対し，代表
者あるいは管理者の名で登記を申請する場合は，当該代表者あるいは管理者が登記
権利者となり得るので，その名で登記を申請すれば足りると解されるところ，登記
原因を証する情報として提供する判決正本は，甲の名で訴訟を提起して受けたもの
である。しかし，それゆえに，判決それ自体の名あて人は甲となるとしても，当該
判決の請求の名あて人は，構成員の全員となるか，それとも，代表者あるいは管理
者とならざるを得ないところ，当該判決の効力が当該請求の名あて人に及ぶことは
明らかであるから，当該判決を提供すれば，当該請求の名あて人が当該判決で命じ
られた登記を申請することに問題はないはずである。仮に，判決それ自体の名あて
人が甲であるため，当該判決の効力が請求の名あて人に及ぶことを公証する必要が
あるとしても，構成員の全員か，それとも，代表者あるいは管理者か，当該請求の
名あて人において，いわゆる「交替執行文」（民事執行法27条２項。いわゆる「承
継執行文」の変形）の付与を受ければ足りる問題である。」
３　折衷説
この立場に立つものとして，以下のものがある。
①拙稿「権利能力なき社団の登記請求権」山院19号21頁（平３）。
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Ⅳ　私見
全面否定説は，登記能力を有する者＝登記請求権を有する者という理論的前提に
立ち，登記能力の問題と登記請求権の問題を不可分一体として捉えるので（不可分
一体論），権利能力なき社団が原告となって，相手方に対し権利能力なき社団の代
表者個人名義に登記すべき旨を求めること，及び，代表者のために相手方の登記の
抹消登記を求めることを，全面的に否定することになる。
これに対し，全面肯定説は，民事訴訟法29条が権利能力なき社団に訴訟上能動的
な当事者能力を認めていることと，他面，権利能力なき社団が不動産登記法上登記
能力を有しないこととを調和させ，権利能力なき社団が原告となることを認めつつ，
その登記は代表者個人名義の登記を命じて代表者に個人登記の申請権を認める立場
であり，登記能力の問題と登記請求権の問題を理論上分離しうる（分離論）とする
立場である。
折衷説は，原則として登記能力の問題と登記請求権の問題を不可分一体として捉
えるとしつつ（不可分一体論），以下の二つの理由で抹消登記請求に関しては例外
を認めるべきとする。第一は，理論上の理由である。すなわち，社団構成員の総有
財産について，その管理権能が社団に帰属し，この管理権能のうちには総有財産に
対する侵害の排除の措置をとることが含まれる。そして，不実登記は総有財産（不
動産）に対する侵害の実質をもつことが多いといえるから，社団自体が，その名で
総有不動産に対する侵害排除の趣旨で，不実登記の抹消を求めることができてよい
と解される（18）。第二は，実質的理由である。すなわち，権利能力なき社団が原告とな
って，相手方に対し権利能力なき社団の代表者個人名義に登記すべき旨を求めるい
わゆる積極的な登記請求ではなく，代表者のために相手方の登記の抹消を求めるい
わゆる消極的な登記請求の場合には，登記申請手続の途がないとはいえないから，
これを斥けて代表者個人による訴えの提起をまつべきとするのは妥当でない（19）。
伝統的見解は，全面否定説に立っており，実務も，前掲最判平成26年２月27日が
出される前は，全面否定説ないしは折衷説に立っていたと解される。この点は，例
えば，全面肯定説⑨の河内教授が，「代表者（ないし登記名義人となるよう要請さ
れた者）による登記請求は問題なく認められるが，権利能力なき社団による登記請
求は認められない可能性が強い。したがって，実務としては，代表者（ないし登記
名義人となるよう要請された者）による登記請求を行うことが推奨される。」と指
摘していることや，全面肯定説⑮の高橋教授が，「当事者は権利能力なき社団・財
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団でよいが，請求の趣旨は，当事者たる権利能力なき社団・財団へではなく別の特
定人（普通は代表者）へ登記を移転せよという形を取らざるを得ない。しかし，判
例は最判昭和47・6・2民集26巻５号957頁……等で，この形での訴訟をも否定する
ようであり，そうだとすれば，不当というべきである。」と指摘していることから
も，裏付けられる。また，最判平成６年５月31日民集48巻４号1065頁の調査官解説
で，「権利能力のない社団の資産というべき不動産（総有不動産）の登記手続請求
訴訟について原告適格を有する者としては，判例上，当該社団の構成員全員（昭和
41年判例は固有必要的共同訴訟であるとし，前掲最判昭57・7・1民集36巻６号891
頁はこれを確認した。），当該社団の代表者（昭和47年判例によれば，特に除外しな
い限り，代表者に選任されることにより当然に原告適格を有することになる。）及
び代表者でない１名又は複数の構成員（本判決の判示する特別の授権により原告適
格を有することになる。）が認知されたものと考えてよかろう（この点については，
権利能力のない社団が入会団体であるかその他の団体であるかによって差異が生じ
ることはないであろう。）。……右の３つの方法があることを前提にすれば，社団に
原告適格を認めるべき必要性はかなりの程度に減じたものということができよう。」
と指摘されており（20），全面肯定説に立つことに消極的であることが窺われる。
しかし，近時の学説の多数は，「Ⅲ　学説」で紹介したように全面肯定説に立っ
ており，前掲最判平成26年２月27日もこうした近時の学説を背景に全面肯定説の判
断を示したといえよう。
かつて，私は折衷説に賛成したが，権利能力なき社団が原告となって相手方に対
し社団の代表者の個人名義に登記すべき旨の登記請求権を行使した場合に，代表者
がその判決に基づき自ら登記申請をすることが困難であると考えたからであった（21）。
しかし，前掲最判平成26年２月27日は，この点に関し，「その訴訟の判決の効力
は，構成員全員に及ぶものと解されるから，当該判決の確定後，上記代表者が，当
該判決により自己の個人名義への所有権移転登記の申請をすることができることは
明らかである。なお，この申請に当たって上記代表者が執行文の付与を受ける必要
はないというべきである。」と指摘して，代表者の登記申請権限を肯定している。
判決により，権利能力なき社団が成立していること及び登記能力を有する代表者で
あることが認定されていることから，代表者の登記申請権限は公証されていると解
し，代表者の登記申請権限を肯定していると思われる。この点に関しては，不動産
の所有権がＡからＢ，ＢからＣへと順次移転された後に，ＣがＡに対してＢを代位
し，ＡからＢへの所有権移転登記を求めて勝訴した場合に，既判力が及んでいる判
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決の当事者でないＢも自ら移転登記を申請できるのが登記実務であるが，これと同
様に解すればよいであろう。もっとも，権利能力なき社団の代表者が登記申請する
には，登記所において，判決主文に登記権利者と記載された代表者と実際の申請人
とが，同一人と特定できることが必要であるから，判決において，当該代表者を特
定するための情報（通常は住所）を併記することが必要である（22）。
なお，学説では，全面肯定説に立つ見解は，執行文の付与を受ける必要があると
する見解が多く主張されていたが（こうした見解として，全面肯定説の①松本・前
掲89頁，⑤新堂＝小島編・前掲438頁〔高見〕，⑪藤田＝小川編・前掲63頁〔海保〕，
⑫田邊・前掲23頁），前掲最判平成26年２月27日が執行文の付与を不要とした点は
注目される（こうした見解としては，全面肯定説の②長井・前掲28頁）。また，前
掲最判平成26年２月27日は，「その訴訟の判決の効力は，構成員全員に及ぶものと
解される」としており，権利能力なき社団が当事者となることに際して団体構成員
からの訴訟追行の授権を要求しないことから法定訴訟担当構成を採用していると解
される（23）。
ところで，権利能力なき社団の登記請求権をめぐっては，従来以下の３つの類型
が判例上現れていた。すなわち，
①代表者交替（または登記名義人の交替）により，旧代表者名義の登記を新代
表者名義の登記（または旧登記名義人の登記を新登記名義人の登記）に変更す
るケース（この類型に属する判例として，前掲東京地判昭和41年３月30日，前
掲最判昭和47年６月２日，前掲最判平成26年２月27日）
②譲渡等の法律行為を理由に権利能力なき社団の代表者名義に移転登記を求める
ケース（この類型に属する判例として，前掲東京地判昭和37年２月３日，前掲
東京地判平成元年６月28日）
③権利能力なき社団の代表者以外の名義に登記されていることから抹消登記また
はこれに代わる代表者個人名義への所有権移転登記手続を求めるケース（前掲
仙台地判昭和26年６月11日，前掲札幌地小樽支判昭和35年９月20日，前掲大津控
判昭和47年10月16日，前掲大阪高判昭和48年11月16日，前掲東京高判昭和49年
12月20日，前掲福岡高判昭和50年４月25日，前掲鹿児島地判昭和60年10月31日）
前掲最判平成26年２月27日が，「権利能力のない社団の構成員全員に総有的に帰
属する不動産については，当該社団の代表者が自己の個人名義に所有権移転登記手
続をすることを求める訴訟を提起することが認められているが……，このような訴
訟が許容されるからといって，当該社団自身が原告となって訴訟を追行することを
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認める実益がないとはいえない。」としている。権利能力なき社団が同一の相手方
に対し不動産の引渡請求を行うとともに移転登記請求を行う場合に，引渡請求は権
利能力なき社団が原告となり移転登記請求については代表者が原告とならねばなら
ないとするのは形式的であることからすれば（全面肯定説の⑩梅本・前掲113頁，
⑪藤田＝小川編・前掲63頁〔海保〕は，同一不動産について，権利関係の存否の確
認請求と所有権移転登記請求を併合請求する場合に，同様の点を指摘する），引渡
請求と移転登記請求とで原告を権利能力なき社団として同じにできる実益を重視し
たといえよう。こうした点からすれば，本判決の射程範囲は，①②③のすべての類
型にあてはまることになる。
結局，権利能力なき社団の代表者個人が原告となって登記手続請求訴訟を提起す
る方法と，権利能力なき社団が原告となって登記手続請求訴訟を提起する方法との
並立を認め，原告を代表者個人にするか，あるいは，権利能力なき社団にするかは，
原告側の選択に委ねられることになった。
そして，前掲最判平成26年２月27日は，「訴訟における当事者適格」に関し，「実
体的には権利能力のない社団の構成員全員に総有的に帰属する不動産については，
実質的には当該社団が有しているとみるのが事の実態に即していることに鑑みる
と，当該社団が当事者として当該不動産の登記に関する訴訟を追行し，本案判決を
受けることを認めるのが，簡明であり，かつ，関係者の意識にも合致していると考
えられる。」としており，実体的・実質的にみた場合の「事の実態」､法的手段の簡
明性，関係者（社団の構成員や当該社団と取引関係に立つ者）の意識を理由にあげ
て，全面肯定説を根拠付けており，これが理論的根拠となろう。
とりわけ，第三者が権利能力なき社団の不動産の登記名義人となっている場合
に，当該社団に対して金銭債権を有する債権者が，債権者代位権に基づき当該社団
の代表者名義への所有権移転登記請求権を代位行使する場合には，権利能力なき社
団が第三者に対して有する代表者名義への登記請求権を代位行使する方法が，代表
者が第三者に対して有する代表者名義への登記請求権を代位行使する方法よりも，
権利能力なき社団の債権者が権利能力なき社団の権利行使を代位するという構成に
なるので，構成としては自然でより妥当な方法といえる（24）。
なお，規約等に定められた手続きにより代表者でない構成員を登記名義人にする
ことも可能とされているが（25），前掲最判平成26年２月27日と同様に権利能力なき社団
が原告となること（権利能力なき社団が原告となって代表者でない構成員を登記名
義人にすることを求めること）が否定される理由はないことから，前掲最判平成26
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年２月27日の射程範囲はこうした代表者でない構成員を登記名義人にする訴訟にも
及ぶと解される。
また，権利能力なき社団が代表者の名義で登記している不動産に関し，権利能力
なき社団が被告となる場合についても，前掲最判平成26年２月27日と同様の理由
（実体的・実質的にみた場合の「事の実態」，法的手段の簡明性，関係者の意識）が
あてはまるので，第三者が，権利能力なき社団を被告として，代表者から第三者へ
の不動産の所有権移転登記手続を求める訴訟を提起しうると解する。
さらに，権利能力なき社団の代表者個人が原告となった登記手続請求訴訟の前訴
判決の効果は反射的にではあるが，権利能力なき社団が原告となって登記手続請求
訴訟を後訴で提起した場合にも及ぶと解すべきであるし，前者が裁判所に係属中に
後者が裁判所に係属すれば，民事訴訟法142条を類推適用して二重起訴の禁止にあ
たると解すべきである（26）。
以上のように解することができるので，私見も，折衷説を改め，全面肯定説を支
持することとする。
注
（１）最判昭和47年６月２日民集26巻５号957頁。なお，規約等に定められた手続きにより代表者
でない構成員を登記名義人にすることも可能としている（最判平成６年５月31日民集48巻４号
1065頁）。
（２）拙稿「権利能力なき社団の登記請求権」山院19号21頁（平３）。
（３）最判平成26年２月27日民集68巻２号192頁。この判決は，金融・商事判例の最高裁判例速報
のコメントで，「すでに関係する判例がみられたところであるが，なお議論が予想された問題
について，これを解消する意味において，看過し得ない判断が示されている新判例である。」
と評されている（金判1439号20頁〔平26〕）。なお，名津井教授は，この判決に関し，「社団の
法構造に適した提訴方法が判例となった」点は社団関係者に歓迎されると指摘する（名津井吉
裕「不動産登記請求訴訟における権利能力なき社団の当事者適格」法教409号67頁〔平26〕）。
（４）前例注（１）最判昭和47年６月２日。この判決は，権利能力なき社団である訴外Ａ（留日華
僑北省同郷連合会）が，その所有にかかる土地建物について，当時の会長であったＹの個人名
義に登記をしていたところ，その後会長の更迭があったので，新会長Ｘから旧会長Ｙに対し所
有権移転登記を訴求した事案である。判決は，以下の理由でＹの上告を棄却し，ＸのＹに対す
る所有権移転登記請求が認められた。すなわち，「権利能力なき社団の資産はその社団の構成
員全員に総有的に帰属しているのであって，社団自身が私法上の権利義務の主体となることは
ないから，社団の資産たる不動産についても，社団はその権利主体となり得るものではなく，
したがって，登記請求権を有するものではないと解すべきである。不動産登記法が，権利能力
なき社団に対してその名において登記申請をする資格を認める規定を設けていないことも，こ
の趣旨において理解できるのである。」
この判決が，権利能力なき社団は「登記請求権を有するものではないと解すべきである」旨
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判示しているが，これは，通常の場合のように自己の名義（社団名義）に登記を求めることが
できないことを判示したものにすぎず，代表者個人名義に登記を求めることまでは否定してい
ないと解される。
（５）最判昭和55年２月８日民集34巻２号138頁。この判決においては，権利能力なき社団の代表
者による所有権登記抹消登記手続請求を認容した原判決の適否が問題になっただけであるか
ら，権利能力なき社団による抹消登記手続請求が許されるかどうかの問題については判断を示
していない。
（６）東京地判昭和41年３月30日判時459号56頁。
（７）大津控判昭和47年10月16日判時696号220頁。
（８）福岡高判昭和50年４月25日判時798号38頁（前掲注（５）最判昭和55年２月８日の原審）。
（９）東京地判昭和36年２月15日下民12巻２号285頁。なお，こうした見解を支持するものとして，
徳本伸一「判批」判タ291号66頁（昭48）があり，この見解も全面肯定説の学説としてとりあ
げないものとする。
（10）東京地判昭和37年２月３日ジュリ250号カード206番。
（11）大阪高判昭和48年11月16日判時750号60頁。
（12）東京地判平成元年６月28日判時1343号68頁。
（13）前掲注（３）最判平成26年２月27日。
（14）仙台地判昭和26年６月11日下民２巻６号755頁。
（15）札幌地小樽支判昭和35年９月20日下民11巻９号1953頁。
（16）東京高判昭和49年12月20日判時773号89頁。権利能力なき財団の事例であるが，権利能力な
き社団についても同様の論理が妥当することから，折衷説に分類することとする。
（17）鹿児島地判昭和60年10月31日判タ578号71頁。
（18）岨野悌介『最高裁判所判例解説民事篇昭和55年度』111頁（法曹会，昭60）に，こうした考
え方が示されている。
（19）前掲注（16）東京高判昭和49年12月20日参照。
（20）田中豊『最高裁判所判例解説民事篇平成６年度』418頁（法曹会，平９）。
（21）拙稿・前掲注（２）21頁。全面否定説④の吉野判事が，権利能力なき社団が提訴した代表者
個人名義に登記すべき旨の判決によって，「果して登記の申請ができるのかといった疑義がや
はり残る」として全面否定説に立っていたし，また，松本教授は，「民事訴訟法学の通説も，権
利能力なき社団・財団は法人格のないものができないような行為をすることはできないとし，
その例として登記請求をあげている。この通説の見解は，権利能力なき社団・財団に不動産登
記法上，登記申請資格が認められていないことを根拠とするものであろう。」と指摘している
（松本博之「非法人社団の当事者能力と実体関係」民商93巻臨時増刊号（2）87頁〔昭61〕）。
（22）「判批」判タ1399号86頁（平26）。なお，社団に登記請求訴訟の原告適格を認めたことから，
代表者だけでなく社団にも登記申請資格を認めてよいかという問題があるが，前掲注（１）最
判昭和47年６月２日は明確にこれを否定しており，前掲注（３）最判平成26年２月27日も，明
示的ではないにせよこれを否定していると解される（名津井・前掲注（３）65頁以下）。
（23）八田教授は，「当事者能力ある法人でない社団としての入会団体自体の訴訟当事者適格のあ
り方として民事訴訟法理論が提供するもの」としては，以下の３種類があるとする。すなわち，
「①入会団体は自らを主体とする権利義務を訴訟物として訴訟追行すべきである，という権利
主体構成，②入会団体は，構成員に総有的に帰属する権利義務を訴訟物として訴訟追行すべき
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であるが，入会団体は団体としての固有の利益を基礎に当事者となり，その判決の既判力は構
成員には及ばない，という固有適格構成，③同じく入会団体は入会団体構成員に総有的に帰属
する権利義務を訴訟物として訴訟追行すべきであるとしつつ，当該入会団体は入会団体構成員
全員を被担当者とする訴訟担当者として当事者適格を有する（従って，入会団体が受けた判決
の既判力は入会団体構成員全員に及ぶ），という訴訟担当構成，の３種類がある。」とする。そ
して，「判例は，以上の３構成のうち，③の訴訟担当構成を採用したと考えられている。」と指
摘する。すなわち，「まず判例は，最判昭55・2・8判時961号61頁以来，一貫して当事者能力あ
る法人でない社団に実質的に帰属する権利は社団自体ではなくその構成員の総有に帰属すると
いう実体法上の理論構成を採用し①構成を排除してきた。且つ平成６年判決（最判平成６年５
月31日……筆者注）の，入会団体が受けた判決の既判力は有利にも不利にも入会団体構成員に
及ぶとする判旨から③訴訟担当構成を，さらにその，入会集団が当事者となることに際して入
会団体構成員からの訴訟追行の授権を要求しない論理構成から法定訴訟担当構成を読み取るの
が，素直であると言われている。」と指摘している。そして，「入会団体構成員に総有的に帰属
している権利で，当該入会団体構成員が形成する入会団体の管理処分に服していると見ること
ができるものについては，入会団体は法定訴訟担当者としての当事者適格を有すると考えられ
る。入会権に基づく物権的請求権（明渡請求権，登記請求権等）は，入会権がその基礎となる
以上，これに含まれるとみて良いであろう。」と解している（八田卓也「入会集団を当事者と
する訴訟の形態」法時85巻９号23頁・24頁・26頁〔平25〕）。なお，名津井教授は，前掲注（３）
最判平成26年２月27日が，「実体的には権利能力のない社団の構成員全員に総有的に帰属する
不動産については，実質的には当該社団が有しているとみるのが事の実態に即していることに
鑑みると，当該社団が当事者として当該不動産の登記に関する訴訟を追行し，本案判決を受け
ることを認めるのが，簡明であり，かつ，関係者の意識にも合致している」としている点が，
社団を権利主体と扱う固有適格構成に親和的な説示であるとし，固有適格構成に該当する場合
には判決効の拡張は予定されないにもかかわらず，前記判決が，本件「訴訟の判決の効力は，
構成員全員に及ぶもの」としている点に関しては，「構成員は社団の受けた判決の反射的効果
を受けるもの」と解すれば，判決効の拡張にはこうした反射的効果も含まれるので，前記判決
において「固有適格構成も排除されていないと解することができる」と主張するが（名津井・
前掲注（３）63頁），訴訟担当構成の方が，権利能力のない社団である入会団体の訴訟との整
合性を図れる点や判決効の拡張を反射的効果でなく民事訴訟法115条１項２号の適用で根拠づ
けられる点ですぐれているといえる。
（24）第三者が権利能力なき社団の不動産の登記名義人となっている場合に，当該社団に対して
金銭債権を有する債権者が，債権者代位権に基づき，代表者が第三者に対して有する所有権移
転登記手続請求権を代位行使できるとした判例として，東京地判平成21年３月26日判夕1314号
237頁があるが，権利能力なき社団の債権者が何故代表者の登記請求権を代位行使できるのか
という疑義がこうした構成では生じるという問題がある。
（25）前掲注（１）最判平成６年５月31日。
（26）名津井・前掲注（３）66頁。
（付記） 専修大学在職中，平井先生には大変御世話になりました。拙い論稿です
が，本論文を平井先生の御霊に捧げさせていただき，平井先生のご冥福を心よりお
祈り申し上げます。
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